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出典 酒井泉作成 

一時金の財政への影響はどの位か？ 

例として 100 億円の一時金の、財政への影響はどの位かを考える。 

20年償還の場合の「複利年金原価」で評価する。 

「複利年金現価」とは、今後 n 年間に毎年 S 円支払い続けるには、

現在いくらの元金 Aが必要かという金額である。 

ここで、元金には年利率 p の利息が付き、20 年後に元金と利息の

合計がゼロになる場合に、毎年の支払額 S が財政への影響である。 

 

20年間かけて 100億円の一時金を償還する場合、 

（元金＝100億円、償還年数＝20年、年利＝ｐとする） 

利率ｐ＝0％   Ｓ＝5億円（年予算 1000億円の 0.5％） 

利率ｐ＝0.5％  Ｓ＝5億 300万円（年予算 1000億円の 0.503％） 

利率ｐ＝1.0％  Ｓ＝5億2500万円（年予算1000億円の0.525％） 

利率ｐ＝1.5％  Ｓ＝5億5300万円（年予算1000億円の0.553％） 

利率ｐ＝2.0％  Ｓ＝5億7600万円（年予算1000億円の0.576％） 

 

利率ｐ＝5.0％  Ｓ＝7億4300万円（年予算1000億円の0.743％） 
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出典 酒井泉作成 

毎年 4000万円の賃借料（返済金）で、調達できる資金額 

１．契約期間 30 年の場合 

(0) 金利 P=0 %    12 億円 

⑴ 金利 P=0.01%   10.323 億円 

⑵ 金利 P=0.015%  9.6064 億円 

⑶ 金利 P=0.02%   8.9586 億円 

 

２．契約期間 50 年の場合 

(0) 金利 P=0 %    20 億円 

⑴ 金利 P=0.01%   15.678 億円 

⑵ 金利 P=0.015%  14.000 億円 

⑶ 金利 P=0.02%   12.569 億円 

 

3．契約期間 60 年の場合 

(0) 金利 P=0 %    24 億円 

⑴ 金利 P=0.01%   17.982 億円 

⑵ 金利 P=0.015%  15.752 億円 

⑶ 金利 P=0.02%   13.904 億円 
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